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地域生活支援拠点等支援事業の概要 

１ 地域生活支援拠点等の目的 

障害者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えて、障害者（児）の地域生

活支援を推進する観点から、障害者（児）とその家族が住みなれた地域で安心

して暮らしていけるよう、地域にある様々な支援を切れ目なく提供できる仕組

みを構築するため、地域生活を支援する拠点機能を整備することを目的とする。 

２ 地域生活支援拠点等整備の位置付け 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）の規定による国の基本方針において、「地域生活支援拠点等に

ついて、平成２９年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備す

ることを基本とする。」と位置づけられた。 

３ これまでの経緯 

平成 27年 6 月 
・二市三町により構成する宮城東部地域自立支援協議会内に

「地域生活支援拠点等整備プロジェクト」を設置 

平成 27年 6 月 

～平成 28年 11 月 

・プロジェクト会議（計１２回）及び担当課長会議（計４回）

を開催するとともに、利用者の意見を反映させるため、当事者

家族との意見交換会（計２回）を開催 

平成 28 年 2 月 
・「特定非営利活動法人さわおとの森」が多機能型の拠点整備

を計画していることを受け、業務内容について協議 

平成 28年 11 月 

・サービスの種類や内容、運営に関する総事業費等について、

「特定非営利活動法人さわおとの森」と二市三町で合意 

・総事業費に対する負担割合について二市三町で合意 

平成 29年 3 月 ・「特定非営利活動法人さわおとの森」と業務委託契約締結 
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４ 業務約内容 

  ア 地域生活支援コーディネート業務 

   ・緊急駆けつけ支援 

    同居する家族が不在となり、緊急かつやむを得ない事由が生じた場合、

自宅等に駆けつける。 

   ・緊急受入支援 

    障害者（児）の緊急かつ一時的な居住確保が必要と判断された場合、居

室の確保を行う。 

   ・地域生活を支援するため、サービス提供体制の整備を図る。 

  イ 緊急短期入所用居室確保業務 

    在宅で暮らす障害者（児）について、同居する家族が緊急かつやむを得

ない事情で不在となる場合に対応するため短期入所施設の居室を確保する。 

    なお、受入期間は、開始日から数えて７日以内とする。 

  ウ 基幹相談支援業務（「ぱれっとさんのう」から切り替え） 

   ・専門・総合的な相談支援の実施 

   ・地域の支援体制強化の取組み 

   ・地域移行・地域定着促進の取組み 

   ・権利擁護・虐待防止のための取組み 

   ・障害者（児）の差別を 解消するための取組み 

  エ 地域自立支援協議会の運営（「ぱれっとさんのう」から切り替え） 

地域自立支援協議会（二市三町に所在する行政機関、医療、法人、障害

福祉に従事する者、障害者の家族等で構成され、相互の連絡を図り、地域

における障害者等への支援に関する課題について情報共有を図ることを目

的として設立）の事務局として、会の円滑な運営を行う。 

拠点の名称：地域拠点センターふきのとう 

設置者：認定 NPO 法人さわおとの森 

拠点の所在：利府町利府字八幡崎（はちまんざき）63 番 1 
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